
 

国土強靱化 民間の取組事例 189  被災者等の支援 

地域を守る！ ▶被災者等の支援 20 災害時に支援する 

189 大規模複合再開発施設における帰宅困難者対策 

取組主体【掲載年】 法人番号 事業者の種類【業種】 実施地域 

森ビル株式会社 
【平成 27年】 

1010401029669 その他防災事業者 
【不動産業，物品賃貸業】 

東京都 

 取組の概要 

 逃げ出す街から逃げ込める街へ 

 森ビル株式会社は「 逃げ出す街から逃げ込める街へ」を標榜し、再開発施設の整備を通じて、ビ

ジネス活動を行う企業、生活する居住者、さらに訪問者「 観光客等）が安心して活動できる環境

の形成に努めている。 

 周辺地域の方や帰宅困難の方を受入れる取組として、震災備蓄及び災害用井戸の整備、独自の

災害時情報提供システムの開発、防災組織体制の構築、東京都港区との帰宅困難者受入れ等に

関する協力協定の締結、災害時のNHKテレビ放映の覚書締結等を実施している。六本木ヒルズ

では5,000 人、虎ノ門ヒルズでは3,600 人の帰宅困難者受入れ体制を確保している。         

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 取組の特徴（特色、はじめたきっかけ、狙い、工夫した点、苦労した点） 

 

 

建物の強靱化から、入居企業や居住者、利用者を守る取組へ 

 阪神・淡路大震災においては、古い木造住宅が密集した地域で家屋の倒壊、火災の延焼等によ

り、甚大な被害が発生した。大規模地震の発生が予想されている東京においても、木造住宅密

集地域が多く残り、防災上の課題となっていたことが、同社が震災対策に対し本格的に取り組

むきっかけとなった。 

 阪神・淡路大震災以降、耐震性能を高めることで、単に倒壊しないだけではなく建物機能を維

持し、使い続けられる安全な建物を目指すに至ったが、その後の東日本大震災ではマグニチュ

ード9.0 の巨大地震の体験を通して、入居企業や居住者、利用者に対して建物の状況や地区内

▲六本木ヒルズ 左）と虎ノ門ヒルズ 右）の外観 
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外の被災の情報等を早急に伝えるとともに、帰宅困難者対策等の必要性を痛感するに至った。

このため同社では以下の取組を強化している。 

 

① 震災備蓄及び災害用井戸の整備「 民間最大規模の約 27万食の備蓄食糧等を備える他、毛布や医

薬品、資機材、簡易トイレ等の災害時に必要な備蓄品を用意している。災害用井戸は、同社管理

施設において17箇所に用意しており、設置施設ならびに近隣に生活用水を供給することが可能

である。 

② 独自の災害時情報提供システムの開発と行政との情報連携「 東日本大震災の教訓から、施設で受

入れる帰宅困難者へのタイムリーかつ適切な情報提供の手段として、六本木ヒルズにおいて、エ

リア放送を活用した独自の災害時情報配信システムを構築している。また、平成 28年には、東

京都港区と「 区民等への情報伝達に関する協定」を締結し、官民連携のもと、港区より提供され

る地震・大雨といった災害情報や公共交通機関運行情報、天気情報を、館内に臨時設置する TV

モニターや携帯端末タブレットで視聴できる。放送は六本木ヒルズエリア内においてのみ配信さ

れるため、その時そのエリアにいる人たちにとって有効な情報が提供できる。 

③ 東京都港区との帰宅困難者受入れ等に関する協力協定の締結「 平成 24 年に東京都港区と「 災害

発生時における帰宅困難者の受入れ等に関する協力協定」を締結し、官民連携のもと、より一層

災害に強い安全・安心な周辺地域への貢献も果たす防災拠点としてのまちづくりを目指してい

る。協定により、帰宅困難者に対する一時避難場所の提供、帰宅困難者に対する避難誘導用具の

提供、帰宅困難者に対する備蓄食糧や飲料水等の提供、駅周辺等からの帰宅困難者の誘導及びそ

れに要する人員の提供の協力を行う。 

④ 災害時のNHKテレビ放映の覚書締結「 NHK「 日本放送協会）との覚書を締結しており、六本木

ヒルズ内の商業施設共用部やオフィス共用部 ELV ホール、オフィス共用部ラウンジ等の情報発

信モニター ヒルズビジョン）に、災害時にはNHKテレビの放映も行う。 

 

 再開発施設の防災力を高めるだけでは、周辺地域住民の安全性を高めることはできない。そこ

で、同社は、再開発施設が周辺地域も受け入れ、防災拠点の役割を担うべきであると同社では考

えており、具体的には、六本木ヒルズで行う震災訓練は、六本木ヒルズ自治会と共催で行い、消

防署や行政と協力しながら、町会・商店会、消防団も参加する訓練として実施している。 

 同社は、大規模地震発生直後の救出「・救助等の活動が迅速に取り組める支援を行うため、広範囲

にわたる交通機関停止により多くの滞留者発生による駅周辺等での混乱防止を目的に、港区、

消防署、警察署、鉄道事業者、地元民間企業等から構成する六本木駅前滞留者対策協議会に参画

し、ルール構築や訓練の実施を図り、エリア全体の防災力向上に努めている。 
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 防災・減災以外の効果 

 新規の入居やその継続のためには、強靱化が必要 

 同社が行った東京 23 区のオフィスニーズ調査 平成 27 年、東京 23 区に本社のある資本金上

位の1万社を対象に実施。2,226 社より回答）では、耐震性の優れたビルに対する要望は強く、

特に、入居ビルの選定基準では、耐震性能、ビル管理会社の防災体制、非常用発電機が求められ

ている。 

 

 新規の入居や入居の継続に向け、同社では、大規模地震の発生時においても、建物に損傷を与え

ず事業継続を実現する耐震性能を確保「 例「 高性能の制震装置の導入）するとともに、災害時に

備えた防災組織体制の構築、事業継続を支える非常用発電機の導入を行っている。 

 例えば、発電システムについては、六本木ヒルズでは施設内に独自のエネルギープラントを設

置し電力供給を行い、東京電力によるバックアップ、灯油のストックの 3 重の安定性を確保し

ている。また、虎ノ門ヒルズでは、通常の東京電力からの受電に加え、バックアップとしてガス

と重油による非常用発電設備を用意している。 

 

 周囲の声 

  東日本大震災の際、六本木ヒルズにて帰宅困難者の受け入れを実施していただいたことを契機

に協力協定を締結した。来街者が多い六本木においてこの協力協定はとても心強く感じている。

また、事業者として自社物件の災害対策が優れているだけでなく、地元町会等との積極的な防

災に関する連携が行われており、地域全体の防災力がさらに向上することを自治体としては期

待している。 地方公共団体） 

 

▲ビルの入居者が重視している性能 


